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ＷＥＢ通帳サービス規定（とうほうスマホ通帳プラス） 

 

１． （サービスの定義） 

東邦ＷＥＢ通帳（以下「本サービス」といいます）とは、当行本支店の普通預金または決済用普通預金または貯蓄預金（以

下「普通預金等」といいます）と、当該口座の東邦バンクカード、普通預金または決済用普通預金の場合の総合口座定期預金、

およびインターネットバンキングの各商品・サービスがセットになったサービスをいいます。 

 

２． （基本サービス）  

（１）本サービスのご利用にあたっては１に記載の基本サービスのすべてを契約するものとし、一部の商品・サービスのみの契

約はできません。 

（２）本サービスを利用して投資信託等のお取引を行うことができます。 

（３）各商品・サービスのお取引にあたっては、本規定のほか、ダイレクトバンキングサービスご利用規定および各商品・サー

ビスごとに定める各種規定等（以下「関連規定」といいます）にしたがって取り扱うものとします。 

 

３． （申込方法） 

（１）本サービスは、口座を新規に作成される場合は店頭に備え付けの「新規申込書」に、既にお持ちの口座から切替される場

合は店頭に備え付けの「とうほうスマホ通帳プラス切替依頼書」に必要事項を記入し、当行所定の本人確認資料を添付して

お申込みください。なお、インターネット支店で口座を作成される場合は「東邦ＷＥＢ通帳申込書」（以下総称して「申込

書等」といいます）またはスマートフォンから所定のページに、必要事項を記入または入力して、当行所定の本人確

認資料を当行所定の方法にて提出または送信してお申込みください。 

（２）当行は（１）の申込書等に基づき、当行所定の審査を行い、契約の可否を決定します。 

（３）当行は（１）の申込みを受諾した場合には、店頭では「ＷＥＢ通帳口座番号通知書」を手交します。インターネット支店

では東邦バンクカードおよび契約者番号等を郵送にて通知します。 

 

４． （ご利用口座） 

（１）お客さまがインターネットバンキングにより出金、残高照会等の依頼をすることができる口座は、ご本人と同一名義の以

下の口座とします。 

Ａ．本サービスの申込時に作成した普通預金等の口座および総合口座定期預金口座 

Ｂ．本サービスの取引開始後、本サービスにより追加して契約した投資信託の振替決済口座（以下「投信口座」といいます） 

（２）本サービスによる（１）の口座からの資金引き落としは、各種預金規定にかかわらず、通帳および払戻請求書の提出は不

要とし、本規定および関連規定により取り扱います。 

（３）インターネット支店で本サービスを作成し、本サービスを解約する場合には、本サービスのほか、当行インターネット支

店にかかるすべてのお取引を解約してください。 

 

５． （暗証番号等） 

（１）インターネットバンキングでは、契約者番号・振込暗証番号・インターネット暗証番号・お取引確認番号を使用します。（以

下「暗証番号等」といいます）。 

（２）当行は、新規でお客さまの本サービスの申込みを受諾した場合、お客さまに契約者番号・振込暗証番号を通知するものと

し、当行に届出の住所へ郵送します。当該通知が郵送不着等の事由によりお客さまへ通知できない場合は、当該申込みはな

かったものとみなします。 

（３）暗証番号等はインターネットバンキングの利用において当行が指定する場合にお客さま自身の操作により入力するものと

します。 

Ａ．暗証番号等の入力が３回連続して当行に登録されたものと相違した場合は、インターネットバンキングの利用を一定時間

停止します。（この状態を以下「ロックアウト」といいます） 

Ｂ．ロックアウトを２回繰り返した場合は、インターネットバンキングの取扱を中止します。 

Ｃ．インターネットバンキングの取扱中止を解除するには、当行に対し当行所定の申込みを行うこととします。 

 

６． （ご利用時の本人確認） 

（１）本サービスのご利用時の本人確認は、パーソナルコンピューター等（以下「端末機」といいます）に、以下の種類の番号

等を入力し確認をいたします。 

Ａ．インターネットバンキングにおける暗証番号等 

Ｂ．代表口座の東邦バンクカード暗証番号 

Ｃ．その他当行所定の番号等 

（２）当行は、お客さまが当行に伝達された前項の番号等と、当行に登録された番号等の一致を確認することにより本人確認を

行います。 
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７． （番号等の管理） 

（１）番号等は重要な情報です。お客さま自身で厳重に管理し、他人に教えたり、失念・漏洩のないように十分注意してくださ

い。なお、当行行員等からお客さまに対し、番号等をお聞きすることはありません。 

（２）東邦バンクカードの紛失、盗難、番号等の漏洩等が発生した場合は、直ちに電話等により当行に連絡すると同時に、お客

さまから当行に対し当行所定の方法により届出を行ってください。当行はこの連絡を受付けたときは、直ちにインターネッ

トバンキングの取り扱いを停止します。なお、当行への連絡前に生じた損害については、当行は責任を負いません。また、

インターネットバンキングの取り扱いを再開する場合には、以下により取り扱います。 

Ａ．当行所定の方法により、東邦バンクカード、番号等の再発行手続きを行ってください。 

Ｂ．東邦バンクカードの再発行の場合は、当行所定の手数料をいただきます。 

（３）番号等を失念した場合は、以下のとおり取り扱います。 

Ａ．暗証番号等 

お客さまから当行所定の方法により届け出てください。当行がお客さまからの届出を受諾した場合は、契約者番号お

よびお取引確認番号を再発行します。 

Ｂ．東邦バンクカード暗証番号 

お客さまから当行所定の方法により届け出てください。当行がお客さまからの届出を受諾した場合は、当行所定の手

続きをいたします。 

 

８． （ご利用時間） 

（１）本サービスの利用時間は当行所定の時間内とします。 

（２）お客さまのお取引の種類によって取扱時間が異なります。各取引ごとの取扱時間については当行所定のホームページ等で

ご確認ください。 

（３）臨時メンテナンス、システム障害等が発生した場合は、ご利用時間中であってもお客さまに予告なく、ご利用を一時停止

または中止することがあります。 

 

９． （ご利用限度額） 

本サービスのご利用限度額等は以下のとおりとします。なお１日あたりの限度額について、１日の起点は毎日午前０時とし

ます。 

（１）インターネットバンキングの１日あたりのご利用額の上限は当行所定の金額範囲内とします。お客さまは、当行所定の方

法により、前記の金額範囲内で１日あたりのご利用限度額の変更ができるものとします。 

（２）東邦バンクカードのご利用限度額については東邦バンクカード規定に準じて取り扱うものとします。 

 

１０． （取引等の依頼および確認） 

（１）インターネットバンキングによる取引等の依頼は、６に従った本人確認後、お客さまが取引等に必要な事項を端末機の操

作により当行に送信して行うものとします。当行が依頼を受付けた場合、依頼内容の確認画面を表示しますので、その内容

が正しい場合には、端末機により確認した旨を当行に送信してください。当行がお客さまの確認を受信した時点で依頼が確

定したものとみなし、処理を行います。 

（２）以下の事由により取引の処理ができなかった場合は、当該取引の依頼はなかったものとします。 

Ａ．取引の対象となる口座（以下「指定口座」といいます）が解約されているとき 

Ｂ．振込金額、口数等の取引金額と振込手数料等取引にかかる手数料の合計額が指定口座より引き落とすことのできる金額（当

座貸越を利用できる範囲内の金額を含みます）を超えるとき 

Ｃ．差押等のやむを得ない事情があり、当行が指定口座からの引き落としを不適当と認めたとき 

Ｄ．指定口座に対し、処理前にお客さまより指定口座への支払禁止等の届出があり、それに基づき当行が所定の手続きをとっ

たとき 

Ｅ．定期預金の中途解約について、電話によるお客さまの定期預金中途解約意思が確認できなかったとき 

Ｆ．投資信託受益権の購入（以下「購入」といいます）、解約・ならびにそれらに付随する取引（購入・解約を含め、以下「投

資信託取引」といいます）において、投信口座が解約されているとき 

Ｇ．次の事由で投資信託取引が不可能になったとき 

・ 海外市場の休場 

・ 投資信託委託会社に対する許可の取消その他の処分、手形交換所の取引停止処分、または支払いの停止もしくは破産

手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始、特別清算開始その他類似の手続開始の申立があったとき 

・ 証券取引所のシステム障害等 

（３）取引等を行った後は、速やかにインターネットバンキングの結果照会、残高照会等により取引内容を確認してください。 

（４）お客さまの依頼内容・取引内容はすべて当行において記録され、相当期間保存されます。また、お客さまと当行の間で、

取引内容に疑義が生じた場合は、当行の記録内容を正当なものとして取り扱います。 
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１１． （ご利用手数料） 

本サービスのご利用手数料は無料です。なお、本サービスの利用に伴う通信費、プロバイダー費用等はお客さまの負担とな

ります。また、各取引の種類に応じて当行所定の手数料がかかる場合があります。 

 

１２． （振込取引） 

（１）当行がお客さまからの端末機または当行および当行と提携している金融機関等の現金自動預入支払機（現金自動支払機を

含む。以下「ＣＤ・ＡＴＭ」といいます）による依頼に基づき、代表口座からお客さまの指定した金額を引き落とし、当行

または他の金融機関の国内本支店の口座宛に行う資金移動取引を「振込」として取り扱います。振込の実行にあたっては、

当行所定の振込手数料をいただきます。 

（２）銀行営業日の当行所定の時刻以降ならびに銀行休業日に依頼を受付けた場合、翌営業日の取り扱いとなります。 

（３）振込資金および振込手数料の代表口座からの引落しは、以下の通り取り扱いいたします。 

Ａ．お客さまからの端末機による振込の場合、振込依頼受付日に関わらず、実際に振込の処理を行う日とします。 

Ｂ．ＣＤ・ＡＴＭによる振込の場合、振込依頼受付日とします。 

（４）お客さまからの端末機またはＣＤ・ＡＴＭによる依頼に基づき当行が発信した振込につき、振込先の金融機関にて指定の

口座に入金できなかった場合は、お客さまからの依頼を受けることなく、振込資金を代表口座に入金します。この場合、振

込手数料は返却しませんが、組戻手数料はかかりません。なお、これによって生じた損害について当行は責任を負いません。 

（５）お客さまからの依頼に基づく訂正、または組戻は原則としてお受けできません。 

 

１３． （口座情報の提供） 

（１）お客さまからの端末機による依頼に基づき、本サービス登録口座について残高照会等当行所定の口座情報を提供します。 

（２）（１）で当行が提供する口座情報の内容は、照会時の取引処理状況等により、最新の内容が反映されていない場合がありま

す。また、提供する口座情報は、お客さまの口座情報を証明する「残高証明書」に相当するものではありません。 

 

１４． （円貨定期預金取引） 

（１）お客さまからのインターネットバンキングによる依頼に基づき、当行所定の定期預金取引をご利用いただけます。 

（２）インターネット支店で取り扱う定期預金は自由金利型定期預金Ｍ型とし、各関連規定により取り扱います。 

（３）（２）の定期預金は本サービスの総合口座としての利用となります。なお、前項に定める定期預金の種類については、事前

にお客さまに通知することなく変更することがあります。 

（４）インターネット支店で取り扱う定期預金は、預入金額、預入限度額、預入期間、適用金利、継続方法等、インターネット

支店以外の当行本支店での取り扱い方法と異なる場合があります。インターネット支店での取り扱い方法については、当行

所定のホームページに掲示しますので、取引に際し、必ずご確認ください。 

（５）定期預金サービスで定期預金を作成する場合は、特段の定めのない限り、取引成立時点の銀行本支店の店頭表示利率を適

用します。 

（６）銀行営業日の当行所定の時刻以降ならびに銀行休業日に依頼を受付けた場合、翌営業日の取り扱いとなります。 

 

１５． （届出事項の変更） 

（１）お客さまが届け出た印鑑、住所、氏名、電話番号、メールアドレスその他の事項に変更があった場合は、直ちに当行所定

の方法により、変更の手続きを行ってください。 

（２）（１）の届出を行わなかったために、当行からの送信、通知または当行から送付された書類等が延着し、または到着しなか

った場合には、通常到達すべきとみなされる時点に到達したものとします。 

 

１６． （当行からの通知・照会） 

（１）依頼内容等に関し、当行よりお客さまに通知・照会する場合には、届出のあった住所、電話番号、またはメールアドレス

を連絡先とします。また、インターネットバンキングへのログイン後に表示される画面上でも通知します。 

（２）（１）において、連絡先の記載の不備または通信回線等の不通等によって通知・照会ができない場合にも、これによって生

じた損害について当行は責任を負いません。 

（３）以下のいずれかに該当した場合、本サービスの一部または全部がご利用いただけなくなる場合があります。 

Ａ．当行からの送付物が住所不明等のため不着となり、当行に返却された場合 

Ｂ．当行からの送付物が受取拒否等により、当行に返却された場合 

Ｃ．当行からの電子メールがアドレス不明、受取拒否等により当行に返却された場合 

 

１７． （解約、取消等） 

（１）任意解約 

本契約は当事者の一方の都合で、通知によりいつでも解約することができます。なお、お客さまからの解約の通知は銀行所

定の書面によるものとします。 

（２）解約の通知 
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銀行が解約の通知を届出の住所あてに発信した場合に、その通知が受信拒否等の事由によりお客さまに到着しなかったとき

は、通常到着すべき時に到達したとみなします。 

（３）登録口座・代表口座の解約 

本サービス登録口座が解約されたときは、本契約のうち該当する口座に関するサービスは受けられません。また、代表口座

が解約されたときは、本契約はすべて解約されたものとみなします。 

（４）サービスの停止 

お客さまに以下の事由が一つでも生じたときは、銀行はいつでも、お客さまに事前の通知をすることなく本契約に基づく全

部または一部のサービスを停止することができます。 

Ａ．１年以上にわたり本サービスの利用がない場合 

Ｂ．お客さまが銀行の取引規定に違反した場合等、銀行がサービス停止を必要とする相当の事由が生じた場合 

（５）強制解約 

お客さまに以下の事由が一つでも生じたときは、銀行はいつでも、お客さまに事前の通知をすることなく本契約を解約する

ことができます。 

Ａ．住所変更の届出を怠るなどにより、銀行においてお客さまの所在が不明になったとき 

Ｂ．支払の停止または破産もしくは民事再生手続開始等の申立てがあったとき 

Ｃ．相続の開始があったとき 

Ｄ．本サービスの名義人が存在しないことが明らかになったとき、または本サービスの名義人の意思によらず取引開始され

たことが明らかになったとき 

Ｅ．本サービスが法令や公序良俗に反する行為に利用され、またはその恐れがあると認められるとき 

Ｆ．東邦バンクカードまたはインターネットバンキングの暗証番号等の通知書が郵便不着、受取拒否等により当行に返却さ

れたとき 

Ｇ．本サービスがお客さまの事業用に利用されたとき 

Ｈ．前各号のほか、当行が解約を必要とする相当な事由が生じたとき 

（６） 本条により本サービスを解約する際、投資信託取引がある場合、その解約等申込日は当行所定の日とします。 

 

１８． （免責事項等） 

（１）本人確認 

銀行が前記５（３）の本人確認手続きを経た後、取引を行った場合は、銀行は端末機等の操作者をお客さま本人であるとみ

なし、暗証番号等の不正使用、盗難その他の事故があっても、そのために生じた損害については、銀行の責めに帰すべき事

由がある場合を除き銀行は責任を負いません。但し、損害の発生が盗取された暗証番号等を用いて行われた不正な振込等に

よるものである場合、お客さまは当行所定の手続きにより補てんの請求を申し出ることができるものとします。 

（２）災害等による免責 

次の各号の事由により振込・振替金の入金不能、入金遅延等があっても、それにより生じた損害については銀行は責任を負

いません。 

Ａ．天災・火災・騒乱・裁判所等公的機関の措置等のやむを得ない事由があったとき 

Ｂ．銀行または金融機関の共同システムの運営体が相当の安全対策を講じたにもかかわらず、端末機、通信回線またはコン

ピューター等に障害が生じたとき 

Ｃ．銀行以外の金融機関の責に帰すべき事由があったとき 

（３）通信経路における取引情報の漏洩等、公衆電話回線、専用電話回線、インターネット等の通信経路において盗聴・不正ア

クセス等がなされたことによりお客さまの暗証番号、取引情報等が漏洩した場合、そのために生じた損害については、銀行

に責めがある場合を除き、銀行はいっさいの責任を負いません。但し、上記により漏洩した暗証番号等の盗用により損害が

発生した場合の銀行の責任については、後記（５）による補てんの請求を申し出ることができるものとします。 

（４）印鑑照合等 

お客さまが届出た書面等に使用された印影を、銀行が届出の印鑑と相当の注意をもって照合し、相違ないものと認めて取扱

を行った場合は、印章またはそれらの書面につき偽造、変造、盗用その他の事故があっても、そのために生じた損害につい

ては、銀行は一切責任を負いません。 

（５）暗証番号の盗用等による振込等 

Ａ．盗取された暗証番号等を用いて行われた不正な振込等（以下「不正な振込等」といいます。）については、次の全てに該

当する場合、お客さまは銀行に対して後記Ｂ．に定める補てん対象額の請求を申し出ることが出来ます。 

（ａ）暗証番号等の盗取または不正な振込等に気づいてからすみやかに、銀行への通知が行われていること 

（ｂ）銀行の調査に対し、お客さまより十分な説明が行われていること 

（ｃ）銀行に対し、警察署に被害届を提出していること、その他盗取にあったことが推測できる事実を確認できるものを示

すなど、被害状況、警察への通知状況等について銀行の調査に協力していること 

Ｂ．前記Ａの申出がなされた場合、不正な振込等がお客さまの故意または重過失による場合でなく、かつ、利用する端末の安

全対策や暗証番号等の管理を十分に行っている等、お客さまが無過失である場合、銀行は、銀行へ通知が行われた日の３

０日（ただし、銀行に通知することができないやむをえない事情があることをお客さまが証明した場合は、３０日にその
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事情が継続している期間を加えた日数とします。）前の日以降になされた不正な振込等にかかる損害（手数料や利息を含み

ます。）の額に相当する金額（以下「補てん対象金額」といいます。）を補てんするものとします（なお、お客さまが無過

失と認められない場合にも一部を補てんすることがあります）。 

Ｃ．前記Ａ、Ｂは、前記（ａ）にかかる銀行への通知が、暗証番号等の盗取が行われた日（当該盗取が行われた日が明らかで

ないときは、不正な振込等が最初に行われた日。）から、２年を経過する日後に行われた場合には、適用されないものとし

ます。 

Ｄ．前記Ｂにかかわらず、次のいずれかに該当する場合には、銀行は補てんを行いません。 

（ａ）不正な振込等が行われたことについて銀行が善意かつ無過失であり、かつ、次のいずれかに該当すること 

イ．お客さまの配偶者、二親等内の親族、同居の親族、その他の同居人、または、家事使用人によって行われたこと 

ロ．お客さまが、被害状況についての当行に対する説明において、重要な事項について偽りの説明を行ったこと 

（ｂ）暗証番号の盗用等が、戦争、暴動等による著しい社会秩序の混乱に乗じまたはこれに付随して行われたこと 

Ｅ．銀行が前記Ｂに定める補てんを行う場合、不正な振込等の支払原資となった預金（以下「対象預金」といいます。）につ

いて、お客さまに払戻しを行っている場合には、この払戻しを行った額の限度において、補てんは行わないものとします。

また、お客さまが、不正な振込等を行った者から損害賠償または不当利得返還を受けた場合も、その受けた限度において

同様とします。 

Ｆ．銀行が前記Ｂにより補てんを行った場合には、当該補てんを行った金額の限度において、対象預金に関する権利は消滅し

ます。 

Ｇ．銀行が前記Ｂにより補てんを行ったときは、銀行は、当該補てんを行った金額の限度において、盗取された暗証番号等に

より不正な振込等を行った者その他の第三者に対して契約者が有する損害賠償請求権または不当利得返還請求権を取得す

るものとします。 

 

１９． （本サービスでご利用いただける取引・機能等の追加・停止） 

（１）本サービスでご利用いただける取引または機能（以下「取引・機能」といいます）に、今後追加される取引または機能は、

お客さまの新たな申込みなしにご利用いただけるものとします。ただし、当行が指定する一部の取引または機能については

この限りではありません。 

（２）当行は、取引・機能の一部または全部を停止することがあります。その場合には事前にて当行所定の方法により告知しま

す。この場合、契約期間であっても取引・機能の一部または全部がご利用いただけなくなります。 

（３）（２）に関わらず、相当の事由がある場合、当行はお客さまに事前に告知することなく取引・機能の一部または全部を停止

する場合があります。 

 

２０． （規定の準用） 

（１）当店との各取引において、本規定に定めのない事項については、各取引にかかる関連規定等により取扱います。 

（２）本規定と各取引にかかる関連規定等の定めが異なるときは、本規定が優先します。 

（３）各取引にかかる関連規定等については、書面による送付または当行ホームページへの掲示により告知します。お客さまに

おいて個別の規定が必要な場合は、当店あて請求するものとします。 

 

２１． （規定の変更） 

（１）当行は、法令の定めに従い、お客さまの利益のために必要と認められるとき、または、その他相当の事由がある場合で、

お客さまの契約目的に反せず、かつ変更の必要性、変更後の内容の相当性、その他変更に係る事情に照らして、合理的な内

容であるときに、本規定を変更することが出来ます。 

（２）前項による本規定の変更は、変更後の規定の内容を当行ホームページ上への公表その他適切な方法により公表し、公表の

際に定める効力発生時期の到来により効力を生じるものとします。 

 

２２． （留意事項） 

本サービスの申込書等の提出を当行が受け、当該申込書等の審査を行ない、不適当とする相当の事由がある場合は申し込み

をお断りすることがあります。銀行より特に連絡のない場合は、本申込は成立したものとします。 

 

２３． （譲渡・質入れ等の禁止） 

本契約に基づくお客さまの権利は譲渡・質入れすることはできません。また、契約者カードを第三者へ譲渡・貸与すること

はできません。 

 

２４． （合意管轄） 

本契約の準拠法は日本法とします。本サービス契約に関する訴訟については、銀行本店の所在地を管轄とする裁判所を管轄

裁判所とします。 

以 上 

 


